








　文部科学省の統計によれば、小・中学生の不登校数は 1999（平成 11）年に 13
万人を超え、2001（平成 13）年をピークにいったん減少傾向を示した。その後、
2010（平成 22）年以降は 11 万人台としていたものの、2014（平成 26）年には再













































2002（平成 14）年 9 月に設置され、翌年 3 月に示された不登校問題に関する調
査研究協力者会議の報告（以下平成 15 年報告） 6) を見てみよう。それによると、
原因を ｢ 不登校となった直接のきっかけ ｣ と ｢ 不登校状態が継続している理由 ｣




























































































































































　ふり返れば 1960 年代なかばから 70 年代にかけての不登校児童生徒に対すると
らえ方は、「登校拒否」の理解が主流であり、その態様も「各学年層にひろがり、
内容的なヴァリエーションもひろがっていく。（中略）とはいえ（中略）この時期、













































































































































































































問題について－児童生徒の「心の居場所」づくりを目指して－」1992（平成 4）年 3 月。
6) 文部科学省「今後の不登校への対応の在り方について（報告）」2003（平成 15）年 3 月。
（数値は 2001 年度）
7) 同上。




11) 不登校に関する調査研究協力者会議（第 6 回）配付資料「今後の不登校への対応の
在り方について（報告骨子）」、2015 年 8 月。
38
12) 文部科学省『生徒指導提要』2010 年、教育図書、188 ～ 189 ページ。
13) 門田光司、松浦賢長『子どもの社会的自立を目指す　不登校、ひきこもりサポート
マニュアル』、少年写真新聞社、2009 年、11 ページ。





18) 宮寺晃夫『受難の子ども　いじめ・体罰・虐待』一藝社、2015 年、16 ページ。
19) 同上。













29) 特に 2000 年以降になると個人情報の扱い、プライバシーに対する関心の高まりが
みられるようになった。ちなみに 2003（平成 15）年には「個人情報の保護に関する
法律」も制定されている。
30) 各学校では入学時や各年度当初、児童生徒の指導に資するための必要事項、あるい
は配慮を要する事項を、各家庭において記入してもらう用紙が児童生徒調査票である。
様式は一定しているわけではないが、そこに記される内容は、児童や保護者氏名・続
柄、住所、電話番号、家族構成、健康状態の把握、特技、生活に関する基本アンケー
ト、家から学校まで略地図と所用時間、学校で配慮してほしいことや要望等々である。
東京都八王子市では個票システムを活用した取組みもなされている（八王子市教育委
員会「八王子市における登校支援ネットワークの構築と個票システムの確立に関する
報告書」、2008 年）。
31) 前掲、「不登校理解の基礎」、67 ページ。
